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大野市水循環基本計画

中間見直しの概要

環境・水循環課

資料№１
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「健全な水循環のまち」のイメージ図

大野市の恵まれた水環境を守り、未来に引き継いでいくため、水環境の健全化に向けた水に関する総合計画

基本方針１　流域マネジメントの推進

基本方針２　水循環に関わる人材の育成と水文化の継承

基本方針３　災害や気候変動、地下水障害等への対応

　≪目指す姿≫
これまでの地下水保全の取り組みを更に一歩進めて、水循環の健全化を目指します。
恵まれた水環境の魅力を高め、様々な市民ニーズやライフスタイルに対応した「健全な水循環のまち」
として更なるステップアップを目指します。
地域固有の水文化を次世代に継承することにより、豊かな社会の実現を目指します。

【基本理念】

健全な水循環による、住み続けたい結のまちの実現
～九頭竜川源流域の豊かな水環境を次世代へ～

大野市水循環基本計画(現行：令和3年2月)

計画期間

　　令和３年度～令和12年度（10年間）

中間見直し　
　　令和７年度に中間評価を行い、後期基本計画との
　　整合を取りつつ、必要に応じて計画を見直す
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代替性・多重性等による安定した水供給の確保

施設等再編や官民連携による上下水道一体での最適で持続可能な上下水道への再構築

2050年カーボンニュートラル等に向けた地球温暖化対策の推進

健全な水循環に向けた流域総合水管理の展開（令和７年６月国土審議会・社会資本整備審議会答申）

施策、数値目標、みんなができることの更新

市民の７割以上が地下水位の計測を認知し、８割近くが水位掲示を重要と考えている

市民は、水循環施策として水質保全、安定的な水利用、災害対策を重視

事業者は地下水保全策として節水や融雪に地下水を使用しないことを重視

小中学生は、自然の喪失や絶滅危惧種に関心が高い

間伐などの森林整備が進まず、森林整備面積が減少傾向

湧水地・名水（地下水）を大野の誇りや象徴として捉える市民の割合が低下

汚水処理の意識が低く、水洗化率の向上が図られていない

本願清水イトヨの里の入館者数がコロナ禍前の水準に及ばない

水の循環講座や出張授業等の受講者数は順調に推移しているものの水に関する意識は停滞



大野市水循環基本計画の中間見直し方針（案）

施策数１０９（再掲７を含む）
既存の１０９施策を整理統廃合。さらに、中間評価、市民アンケート、市の後期基本計画、

　　国の水循環基本計画を参考に取り組む施策を整理。

　施策群１５　⇒　施策群９へ見直し
施策群と定量評価指標を体系的に整理し、施策群に対し１～３個の定量評価指標を設定　　　　　　

　定量評価指標１２　⇒　１４へ見直し
中間評価を元に、項目及び目標とも変更なし：４、目標を上方修正：２、目標を下方修正：２、

　　項目を変更：４、新たに追加：２
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【基本理念】『健全な水循環による、住み続けたい結のまちの実現』

　　　　　　　　～九頭竜川源流域の豊かな水環境を次世代へ～

【基本方針】　１　流域マネジメントの推進
　　　　　　　２　水循環に関わる人材の育成と水文化の継承
　　　　　　　３　災害や気候変動、地下水障害等への対応



計画の中間見直し　第１章～第３章
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（２ページ）

国の水循環基本計画の重点取組内容に地下水マネジメントを追加
国の流域総合水管理の考え方とイメージ図を追加

（８ページ）

計画の中間評価と見直し方針を追加
（９ページ）

アンケート調査の結果を追加

（全体）

データの時点修正及び令和2～6年度のデータを追加
（20ページ）

森林に関する施策に「おおの森づくりプラン」の策定を追加【市関連プラン】
（24ページ）

上下水道の更新費用を追加、施設の最適化の考えを記載【国計画】
（27ページ）

地下水位情報の掲示に、市民アンケートの結果とデジタル技術の進展を追加【アンケート】【国計画】
（28ページ）

定量評価項目の変更を踏まえ、春日公園基準観測井の水位及び地下水注意報・警報の情報を図表により追加
【定量評価指標の変更】

（32ページ）

災害時の地下水利用の項目を追加し、地下水の代替水源としての重要性を記載【国計画】



計画の中間見直し　第４章　施策体系の見直し（案）
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基本方針 具体的施策 施策数

流域マネジメント
の推進

貯留・涵養機能の維持・向上 18

水資源の利用 7

水資源の保全 17

地域活性化の推進 8

水循環に関わる
人材の育成と
水文化の継承

人材育成・地域連携 12

水文化の継承・情報発信 12

災害や気候変動、
地下水障害等への
対応

防災・減災対策 12

気候変動への適応・対策 7

地下水障害の防止・対策 16

基本方針 具体的施策 施策数

流域マネジメント
の推進

貯留・涵養機
能の維持・向
上

森林 6

河川 5

農地 6

水資源の適正
かつ有効な利
用の促進

適切な水利用 7

安定した水供給の確保 3

水辺空間の活用と適正管理 6

水のみえるまちづくり等の推進 3

公共用水域の水質保全 5

健全な水循環を通じた地域活性化の推進 8

水循環に関わる
人材の育成と
水文化の継承

健全な水循環に関する教育、人材育成及び
研究の推進

12

水文化の保存と継承 13

新たな水文化の創出に向けて 2

災害や気候変動、
地下水障害等への
対応

水災害等に対する防災・減災対策 11

気候変動が水循環に与える影響の調査研究と
適応策の検討

4

地下水障害の防止と対策 18

（36ページ）

基本方針ごとの具体的施策を目的に沿った体系に１５から９へ整理
現行１０９の施策数を再掲７を含み１０９に整理



計画の見直し　第４章　構成の見直し
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（37～63ページ）

構成の見直し（具体的施策ごとに、取り組む施
策、主体別行動指針、定量評価指標を記載）

取り組む施策、主体別行動指針の時点修正

貯留・涵養機能の維持・向上

国 県 市 市民 企業 団体 研究

1 スマート林業の導入等による作業の省力化・効率化 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2 森林経営管理制度を活用した森林の整備 率の向上 ○ ○ ◎ ◎ ○ ○

3 林業従事者育成支援 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

4
福井県水源涵養地域保全条例及び大野市森・水保全条例の適
正な運用

○ ◎ ◎ ○ ○ ○

5 ブナの森環境保全林の保全活動 の推進適正管理と活用 ◎ ○ ○ ○

◎＝実施主体　○＝協力主体（参加・補助）
実施内容

【主体別行動指針】  

【定量評価指標】  

〇 森林経営の基盤となる林道や作業道の整備を進めるとともに、高性能林業
  機械の導入や情報通信技術（ＩＣＴ）、ドローンなどを活用したスマート
  林業の導入を促進し、作業の省力化、効率化を図ります。（農）（奥農）

〇森林経営管理法（平成30年法律第35号）に基づき、森林所有者の意向を確認
  （森林経営管理制度※）して、大野市による管理を希望する場合は、森林
 経営管理制度を活用して森林の整備と保全を推進します。林業事業体による
 森林の整備を推進します。（農）

【取り組む施策】  

№ 評価項目 R1参考値 R6基準値 目標値

1 森林整備面積（間伐）
（国・県・市・旧公団合計）

R1年度
341ha

R６年度
243.6ha

R12年度
240ha

2 耕作地の適切な保全管理面積
（多面的機能支払交付金を活用した取り組み面積）

R1年度
3,227ha

R６年度
3,374ha

R12年度
3,374ha

２．具体的施策 
２－１　流域マネジメントの推進～水で導く地域の未来～ 
（１）貯留・涵養機能の維持・向上 
ア　森林 
 森林の水源を涵養するなどの多面的機能を維持するための取組や森林の役割、
保全の必要性などについて、理解の促進を図る取組を推進します。  



計画の中間見直し　第５章・巻末資料
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（64ページ）

短期の取組を継続しながら　
次の段階へ

（65・66ページ）

推進体制、役割、評価、　
進捗管理は変更なし

（67・68ページ）

定量評価指標を見直し

　　　（次ページ以降で説明）

（69ページ）

進捗管理は変更なし、財源
確保を時点修正

水資源の保全と利用の調和
水に関わる人材の育成
リスク管理型水循環の構築

水収支バランスの改善
流域治水の浸透
流域全体での水資源保全の行動促進
単独処理浄化槽からの転換完了

流域全体で連携して行動し、
水循環の健全化の意識を醸成する

更なる水循環の健全化

できるところから取組を
実践し、機運を高める

短期

これまでの取組の振り返り・現状把握・課題の抽出

水のがっこうの活用
水循環に関する調査研究の促進
水量・水質モニタリングの一覧化と共有
真名川ダムの弾力的管理の本運用
対応タイムラインの作成と運用
水田湛水の拡充
上下水道への加入促進

令和７年
現状

令和３年２月 大野市水循環基本計画 策定

（71・72ページ）

地下水質・地下水量保全指針該当区域は変更なし
（73・74ページ）

水年表を令和６年まで更新
（75～81ページ）

用語解説を施策内容に合わせて加除及び更新
防災井戸を災害用井戸に変更し、定義を「地震や水害などで断水が生じた際、主に生活用水として近隣住民
に開放される井戸。」に見直し

長期

中期



定量的な指標の見直し（案） 1/2　（R8～R12 目標値）

基本方針 具体的施策 № 評価項目 R1参考値 R6基準値 目標値 R7参考値 R8～12方針及び説明

流域マネジメ
ントの推進

貯留・涵養
機能の維持・
向上

１
森林整備面積（間伐）
（国・県・市・旧公団合計）

R1年度
341ha

243.6ha
R12年度
240ha

－
(3月)

・目標値を下方修正

２
耕作地の適切な保全管理
面積（多面的機能支払交付
金を活用した取り組み面積）

R1年度
3,227ha

3,374ha
R12年度
3,374ha

3,374ha ・目標値を上方修正

３ 水田湛水面積
R1年度
30.0ha

39.6ha R12年度
約40ha

約40ha ・追加

水資源の利用 ４ 地下水揚水量（1～12月）

H22～R1年
（平均）
8,908千㎥

H27～R6年
（平均）
8,346千㎥
（単年）
7,672千㎥

R12年
7,748千㎥

8,156千㎥ ・目標値を上方修正

水資源の保全

５
河川水質の環境目標達成
率（BOD）

R1年度
92.9％

100%
R12年度
100％

100%
・維持
（達成観測点/14地点）

６

水洗化率（接続率）
（公共下水道区域、農業集落
排水処理区域、合併処理浄化
槽整備区域内においてそれぞ
れの処理を行っている人口/
総人口）

R1年度
44.1％

49.9%
R12年度
57.7％

51.2%
・目標値を下方修正
・後期基本計画と同じ

７

地下水質の水道法に定め
る飲料水質基準との適合
率（地質由来の影響を受ける
乾側地区2地点を除く）

R1年度
97.5％

100％
R12年度
100％

100％
・維持
（適合箇所/総検査数）
・後期基本計画と同じ

地域活性化の
推進

８ 観光入込客数
R1年度
199万人

214万人
R12年度
260万人

215万人
・評価項目を変更
・後期基本計画と同じ

9

（67・68ページ）

ア　定量評価項目 №1～8



定量的な指標の見直し（案） 1/2　（R8～R12 目標値）

基本方針 具体的施策 № 評価項目 R1参考値 R6基準値 目標値 R7参考値 R8～12方針及び説明

水循環に関わ
る人材の育成
と水文化の
継承

人材育成・
地域連携

９
水の循環講座や出張授業等
の受講者数

R2年度
2,248人

2,872人
R12年度
3,200人

2,930人
・維持
・後期基本計画と同じ

水文化の
継承・
情報発信

10
本願清水におけるイトヨの
営巣数
(月平均営巣数の年間累計個数)

－ 73.9個
R12年度

100個以上
75個

・評価項目を変更
（ R2:109.7 個 、 R3:93.2 個 、
R4:219.7個、R5:146.9個）

11
地下水を「将来に残したい
大野の誇りや象徴としての
環境」と考える市民の割合

R1年度
78.3％

68.5%
(六次総)

R12年度
80%以上

73.6%
(計画の
中間評価)

・維持

災害や気候
変動、地下水
障害等への
対応

防災・減災
対策

12 自主防災組織の活動割合 － 45.9%
R12年度
48.5%

46.0%

・評価項目を変更
（訓練、講話、補助金の活用件
数・活動数／自主防災組織数）

・後期基本計画と同じ

13 水道基幹管路の耐震化率 － 54.7％
R12年度
59.9％

55.7％

・追加
（上水道施設の送水管と配水本
管の耐震化状況）

・後期基本計画と同じ

気候変動への
適応・対策

再
掲

森林整備面積（間伐）
（国・県・市・旧公団合計）

R1年度
341ha

243.6ha
R12年度
240ha

－
(3月)

・目標値を下方修正

地下水障害の
防止・対策

再
掲

地下水質の水道法に定める
飲料水質基準との適合率
（地質由来の影響を受ける乾側
地区2地点を除く）

R1年度
97.5％

100％
R12年度
100％

100％
・維持
（適合箇所/総検査数）

・後期基本計画と同じ

14
春日公園観測井を基準と
して地下水警報の発令日数

H22～R1
（最大）

22日
（R3年度）

H25～R6
（最大）

22日
（R3年度）

R12年度
0日

0日
・評価項目を変更
（4-11月末7.5ｍ、12-3月末
7.0m）
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（67・68ページ）

ア　定量評価項目 №9～14



中間見直しのスケジュール（案）

R6(2024)年度 R7(2025)年度

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

大野市水循環
推進協議会

【連携機関】
大野市地下水
対策審議会

庁内事務

R6年度
第1回
■

■
庁議

★
改訂

R6上期取組状況の
報告
R7中間評価の説明

アンケート調査・
　 集計

R7年度
第1回(7/14)

■

アンケート結果の説明
R3～R6施策の取組状況
および定量評価数値に
対する意見徴集

　R7年度
第2回(10/6)

　 ■

施策、定量評価
目標値（素案）
の説明

R7年度
第3回

■

計画改定の説明

R6年度
第1回
■

R5年度報告
テトラ調査

R6年度
第2回
■

水循環基本計画の変更
テトラ調査

R7年度
第1回
■

水循環基本計画（意見聴取）
R6年度報告

R7年度
第2回

■

水循環基本
　 計画（報告）

■

部長会議
(10/28)

パブコメ
■

議会全協

各担当課との調整
　（基本施策・KPI）

■

部局長等
連絡調整会議

(8/29)
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【参考】定量的な指標の達成状況（令和６年度末）

No 評価項目 基準値 目標値 R2 R3 R4 R5 R6 R7目標値 達成状況 R8～12方針

1
基準観測井（春日公園）における保
全目標水位の超過日数（過去10年の
平均、保全目標水位：5.5m）

H22～R1
（平均）
45日

R12年度
27日

（4割減）
46日 48日 50日 54日 56日 36日 △

・評価項目を変更
・10年平均のため達成困難
・地下水警報発令日数０日に修正

2
地下水質の水道法に定める飲料水質
基準との適合率（地質由来の影響を
受ける乾側地区2地点を除く）

R1年度
97.5％

R12年度
100％

95.1% 97.5% 100.0% 97.5% 100.0% 98.8% 〇 ・維持

3
河川水質の環境目標達成率（BOD）
（達成観測点/14地点）

R1年度
92.9％

R12年度
100％

92.9% 92.9% 92.9% 92.9% 100.0% 96.5% 〇 ・維持

4 地下水揚水量
H22～R1
（平均）
8,908千㎥

R12年度
8,017千㎥

8,353千
㎥

8,147千
㎥

8,107千
㎥

8,018千
㎥

7,672千
㎥

8,463千㎥ ◎ ・目標値を上方修正

5 耕作地の適切な保全管理面積
R1年度
3,227ha

R12年度
3,227ha

3,252ha 3,295ha 3,288ha 3,324ha 3,374ha 3,227ha ◎ ・目標値を上方修正

6
森林整備面積（間伐）
（国・県・市・旧公団合計）

R1年度
341ha

R12年度
375ha

400.1ha 297.8ha 225.5ha 236.8ha 243.6ha 358ha △ ・目標値を下方修正

7 「まちなか観光」入込数
R1年度
82.9万人

R12年度
130万人

33.8万人 36.1万人 59.5万人 58.8万人 70.4万人 106万人 △
・評価項目を変更
・後期基本計画に合わせ修正

8 水洗化率（接続率）
R1年度
44.1％

R12年度
60.7％

45.8% 46.8% 47.9% 49.4% 49.9% 52.4% △ ・目標値を下方修正

9
大野市総合防災マップの世帯への周
知率

R1年度
2%

R12年度
100%

3.3% 7.1% 22.7% 32.2% 41.2% 51.0% △
・評価項目を変更
・後期基本計画に合わせ修正

10
地下水を「将来に残したい大野の誇
りや象徴としての環境」と考える市
民の割合

R1年度
78.3％

R12年度
80%以上

― ― 82.2% ― 68.5% 79.2% △ ・維持

11
水の循環講座や出張授業等の受講者
数

R2年度
2,248人

R12年度
3,200人

2,248人 2,897人 3,575人 2,899人 2,872人 2,724人 ◎ ・維持

12 イトヨの里入館者数
R1年度
9,688人

R12年度
11,600人

5,814人 6,132人 6,490人 7,643人　　　　 7,031人 10,644人 △ ・評価項目を変更

◎：目標水準を上回った　　〇：概ね目標水準を達成した　　△：目標水準に及ばなかった
12
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間伐などの森林整備が進まず、山林境界の明確化や森林施業の効率化が必要です。 
湧水地・名水（地下水）を大野の誇りや象徴として捉える市民の割合が低下しており、意識の醸成が求められます。 
市民が汚水処理の必要性や重要性を認識して水洗化率の向上を図り、健全な水環境を形成する必要があります。 
観光入込数を確保するため、越前大野城をはじめとする観光文化施設や本願清水イトヨの里のさらなる魅力向上が
求められています。 
小中学校においてＳＤＧsの視点を取り入れた環境教育が進む中、若い世代の主体的な学びを促す環境学習の推進
が必要です。 

基本方針 具体的施策 中間評価

流域マネジメントの推進

貯留・涵養機能の維持・
向上

森林 △

河川 〇

農地 〇

水資源の適正かつ有効な
利用の促進

適切な水利用 〇

安定した水供給の確保 〇

水辺空間の活用と適正管理 〇

水のみえるまちづくり等の推進 ◎

公共用水域の水質保全 〇

健全な水循環を通じた地域活性化の推進 ◎

水循環に関わる人材の育成と
水文化の継承

健全な水循環に関する教育、人材育成及び研究の推進 〇

水文化の保存と継承 〇

新たな水文化の創出に向けて △

災害や気候変動、地下水障害
等への対応

水災害等に対する防災・減災対策 〇

気候変動が水循環に与える影響の調査研究と適応策の検討 〇

地下水障害の防止と対策 〇

◎：目標水準を上回った　　〇：概ね目標水準を達成した　　△：目標水準に及ばなかった

（8ページ）

 

  計画に掲げられた施策の進捗状況（令和３～６年度）について、大野市水循環推進協議会において評価しました。

　　評価基準は令和６年度末時点です。
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市民の「地下水位の計測」に関する認知度は７割を超えており、市街地における「水位の掲示」が大切だと感
じる割合も８割を超えました。計測者の高齢化や担い手不足をデジタル技術などで補うなど新たな施策の検討
が必要です。

市民が「市に求める水循環施策」で最も多く挙げたのは「地下水や河川水などの水質保全」で、次に多かった
のは「水の安定的な供給と有効利用の促進」です。水質の保全と安定的に水を利用できる持続可能な水循環を
実感できる対策が必要です。

事業者が「地下水・湧水・河川の保全」対策として最も多く挙げたのは「節水」、次いで「融雪に地下水を使
用しないこと」です。「企業の社会的責任」と捉え、積極的に地下水保全に配慮する事業者が多く、今後も啓
発活動を継続する必要があります。

小中学生が「学びたい環境問題」として最も多く挙げたのは「自然の喪失・絶滅危惧種」です。若い世代に水
に恵まれた自然環境や生き物との触れ合いの重要性を伝える環境学習を推進する必要があります。

（9ページ）

 

　　令和７(2025)年４～５月に実施した「環境・水に関するアンケート調査」から、市民・事業者・小中学生のまちづくり
　への思い（ニーズ）を検証し、計画に反映しています。 　

調査対象者 配布数 回収数 回収率 調査方法 

市民（16歳以上） ９００ ３０３ ３３.７％
郵送による配布・
郵送又はWEBによる回収

市内の事業所 １００ ５３ ５３.０％

市内の学校に通う 
小学６年生・中学３年生 

４２１ ３８８ ９２.２％学校による配布・回収

合計 １,４２１ ７４４ ５２.４％  


